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別紙１ リスク分担表（案） 

 
 
１．制度リスク 

リスクの 

種類 
リスクの内容 

負担者 備考 

（リスク分担の考え方等） 市 事業者 

法令変更 

本事業に直接関係する法令等（国

の通知等を含む。以下同じ。）の新

設・変更によるもの 

〇  

 広く一般に適用される法令等

の変更であっても、水道の管路

更新事業に直接関係するもの

（使用資材の指定等）や、国の

通知等に基づくものは市がリ

スクを負担 

上記以外の法令等の新設・変更に

よるもの 
 〇 

 水道の管路更新事業に限らず、

広く一般に適用される法令等

の変更は事業者がリスクを負

担 

税制変更 

本事業に直接関係する税制等の変

更及び消費税率の変更 
〇  

 消費税率の変更が生じた場合、

市から事業者へのサービス購

入料の支払は、変更後の税率に

基づき支払われる 

本事業のみならず、広く一般的に

適用される税制の変更、新税の導

入 

 〇 
 法人税率や固定資産税率の変

更等を想定 

許認可 

業務実施のために必要な許認可の

遅れや取得できなかったことによ

る事業内容の変更で、事業者に帰

責性がある場合 

 〇 
 事業者の調整等が遅延した場

合は事業者がリスクを負担 

上記以外の場合 〇   
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２．社会リスク 

リスクの 

種類 
リスクの内容 

負担者 備考 

（リスク分担の考え方等） 市 事業者 

住民対応 

本事業をＰＦＩ事業として実施す

るという事実により避けることの

できない反対運動や訴訟等 

〇  

 当該リスクを回避するために

は、本事業を取りやめるほかな

く、当該リスクを最もよく管理

できる市がリスクを負担 

事業者が行う業務に起因して発生

する反対運動や訴訟等 
 〇 

 事業者の実施した業務に起因

する場合は事業者がリスクを

負担 

第三者損害 

市の責に帰すべき事由により第三

者に損害を与えた場合 
〇  

 市が実施する業務に起因する

場合は市がリスクを負担 

事業者の責に帰すべき事由により

第三者に損害を与えた場合 
 〇 

 事業者が実施した業務に起因

する場合は事業者がリスクを

負担 

事業者が一定の注意義務を果たし

ても避けることができない第三者

損害 

〇 〇 

 事業者が一定の注意義務（善管

注意義務等）を果たしていると

市が認める（双方に帰責性がな

い）場合は市もリスクを負担 
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３．不可抗力・事業中断リスク 

リスクの 

種類 
リスクの内容 

負担者 備考 

（リスク分担の考え方等） 市 事業者 

不可抗力事象

（※） 

 

（※）自然災害、疫

病、人為的事象（テ

ロ、戦争、暴動等）、

放射能汚染等正常

な事業の実施を妨

げるもの（通常予見

可能なものを除く） 

市と事業者の双方の責めに帰する

ことができない不可抗力事象に起

因する事業費の増の内、一定の金

額、又は保険等の措置により合理

的にカバーされる損害の範囲を超

えるもの 

〇  

 自然災害、疫病、人為的事象（テ

ロ、戦争、暴動等）、放射能汚染

等正常な事業の実施を妨げる

もの（通常予見可能なものを除

く）で、市と事業者の双方の責

に帰することができない不可

抗力事象に起因する事業費の

増については、事業者において

もその増加額の低減に向けた

努力がされるよう事業者に一

定率の負担を求めることとし、

当該負担率を上回る部分につ

いては、発注者である市が負担

する。 

市と事業者の双方の責めに帰する

ことができない不可抗力事象に起

因する事業費の増の内、一定の金

額、又は保険等の措置により合理

的にカバーされる損害の範囲のも

の 

 〇 

業務の中断 

市の責に帰すべき事由により、本

事業に係る業務が中断された場合

又は、事業者が一定の注意義務を

果たしても避けることができない

業務の中断 

〇  

 市の維持保全業務に起因した

対応及び事業者が注意義務を

果たしても避けられない場合

を想定したものであり、市がリ

スクを負担する 

上記以外の場合  〇 
 業務が円滑に進むようにする

ことは、事業者の責任 
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４．経済リスク 

リスクの 

種類 
リスクの内容 

負担者 備考 

（リスク分担の考え方等） 市 事業者 

金利変動 
金利の上昇により、資金調達に要

する利息が増加した場合 
 〇 

 金利変動リスクは事業者が負

担する 

物価変動 

入札公告後、詳細設計の確定まで

に生じた物価変動に起因する事業

費の増加 

〇  

 詳細設計時には直近の単価を

使用することで、市がリスクを

負担する 

施工業務の着手以降、物価変動に

起因する事業費の増加で、一定の

率を超えるもの 

〇  

 物価変動により事業費が増大

した場合で、一定率を超える部

分については、サービス購入料

の改定により市がリスクを負

担する 

施工業務の着手以降、物価変動に

起因する事業費の増加で、一定の

率を超えないもの 

 〇 

 物価変動により事業費が増大

した場合で、一定率までは事業

者がリスクを負担する 
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５．計画・設計・施工リスク 

リスクの 

種類 
リスクの内容 

負担者 備考 

（リスク分担の考え方等） 市 事業者 

計画変更 

事業者の事由により、事業計画が

変わる場合 
 〇 

 事業者都合による事業計画の

変更の場合は、事業者がリスク

を負担 

上記以外の場合 〇   

詳細設計過程

において、公告

時に提示した

基本条件と異

なる施工条件

となったこと

による設計費、

工事費及び断

通水作業費の

増 

対象路線について、詳細設計過程

で判明した想定外の設計費、工事

費及び断通水作業費の増 

〇  

 公共積算基準に基づく適正価

格の範囲内で市がリスクを負

担 

着工後に、詳細

設計と異なる

施工条件とな

ったことによ

る工事費及び

断通水作業費

の増 

対象路線について、着工後に判明

する想定外の工事費及び断通水作

業費の増で、精算対象項目等以外

に起因するもの 

 〇 

 詳細設計時に見込んでおくべ

き事象（数量変更等）の不備等、

精算対象外の項目に起因する

これら費用の増については、事

業者がリスクを負担 

対象路線について、着工後の想定

外の工事費及び断通水作業費の増

で、上記以外のもの 

〇  

 公共積算基準に基づく適正価

格の範囲内で市がリスクを負

担 
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５．計画・設計・施工リスク 

リスクの 

種類 
リスクの内容 

負担者 備考 

（リスク分担の考え方等） 市 事業者 

にごりの発生 

事業者による本事業の実施に起因

し、にごりが発生した場合 
 〇 

 事業者のバルブ操作等に起因

する濁水等は事業者がリスク

を負担する 

上記以外の場合 〇  

 水圧・水質の管理は市の業務で

あるため、原則として市がリス

クを負担する 

更新後の管路

に係る契約不

適合 

事業契約で規定される契約不適合

責任の期間内における更新後の管

路に係る契約不適合 

 〇  

事業契約で規定される契約不適合

責任の期間外における更新後の管

路に係る契約不適合 

〇   

 
 
 
 


